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様  式  Ａ－２－１〔記入例〕 

令和６年度科学研究費助成事業（科学研究費補助金）交付申請書 

独立行政法人日本学術振興会理事長  殿 

令和６年○月○○日 

次のとおり研究を実施したいので、科学研究費助成事業（科学研究費補助金）の交付を申請します。なお、交付

された補助金は、補助条件に従い適正に使用します。 

１．研究種目名 基盤研究（Ａ）（一般） ２．課題番号 

３．研究課題名 
○○○に関する研究

４．研究期間 令和６年度～令和１０年度 ５．領域番号・区分 

６．補助金額（交付予定額） （円） 

直接経費 
間接経費 合計 

物品費 旅費 人件費・謝金 その他 計 

3,000,000 1,700,000 300,000 500,000 5,500,000 1,650,000 71,500,000 

７．補助事業者 

区

分 

氏名 

（研究者番号） 

所属研究機関・部局・職 

（機関番号） 
役割分担等 直接経費 

(円) 

研

究

代

表

者 

○○ ○○ 

（10345678） 

○○大学・○○学部・教授

（12345） 

研究の統括と○○のモデル化 

4,400,000 

研

究

分

担

者 

▲▲ ▲▲ 

（10345679） 

○○大学・○○学部・教授

 

（12345） 

▲▲資料の構成と分析

800,000 

合計（小計） 2 名 5,200,000 

（１／３） 

－ 

2 4 H 1 2 3 4 5 

機関番号 1  2  3  4  5 

所属
研究
機関 

所在地 
〒○○○－○○○○ 

東京都○○区○○２－５－１ 

名称 ○○大学

機関の長 学長・○○ ○○

経費管理
担当者 

○○課△△係長・○○ ○○

研究
代表者 

部局 ○○学部

職 教授 

氏名 ○○ ○○

「実験」「分析」等 

単語のみの入力はしないこと。 

3



７．補助事業者（つづき） 

区

分 

氏名 

（研究者番号） 

所属研究機関・部局・職 

（機関番号） 
役割分担等 

直接経費 

(円) 

削

除 

□□ □□ 

（12345789） 

○○大学・○○学部・教授

 

（12345） 

〔分担者から外す理由〕 

令和××年×月×日付けで退職し、応

募資格を喪失するため。（転出先：□

□病院） 

 

研

究

分

担

者 

●● ●● 

（20456789） 

○○大学・○○学部・教授

 

（12345） 

●●に関するシミュレーション

〔分担者を追加する理由〕 

当初予定していなかった●●に関する

シミュレーションを行うことが研究遂

行上必要となったため

300,000 

合計（小計） 3 名 5,500,000 

（２／３） 
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８．研究の概要 

９．研究の目的 

１０．本年度の研究実施計画 

１１．キーワード 

１２．主要な物品の内訳（１品又は１組若しくは１式の価格が５０万円以上のもの） 

品名 仕様（製造会社名・型） 数量 単価（円） 金額（円） 納入予定時期 

ワークステーション LVB ××××-TK/RN 1 500,000 500,000 
令和6年8月 

ワークステーション LCB ××××-TK/RN 1 1,000,000 
1,000,000 

(500,000) 

令和6年10月 

令和 年 月 

令和 年 月 

令和 年 月 

令和 年 月 

令和 年 月 

令和 年 月 

（３／３） 

本研究の概要は、○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○。

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○を行う研究である。

本研究では、前述した目的を達成するために、○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○。

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 。 

得られた結果を基にして、○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○。
さらに、○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ついて、得ら
れた結果を取りまとめ学会発表を行う。

○○○○ △△△△△

本研究では、○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○。

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○を目的とする。
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【研究代表者・所属研究機関控】 
日本学術振興会に紙媒体で提出する必要はありません。 

1版 

様  式  Ａ－４－１〔記入例〕 
 

令和６年度科学研究費助成事業（科学研究費補助金）交付請求書 
 

独立行政法人日本学術振興会理事長  殿 

 機関番号 1 2 3 4 5 

所属研究機関名称 ○○大学 

 
 

研究
代表者 

部局 ○○学部 

職 教授 

氏名 ○○ ○○ 

 

さきに交付の決定の通知があった令和６年度科学研究費助成事業（科学研究費補助金）について、下記により概

算払で支出してくださるようお願いします。また、受領方を下記委任先に委任いたします。 

記 

 

１．研究種目名 基盤研究（Ａ）（一般） ２．課題番号 
 

 

３．研究課題名 
○○○に関する研究 

 
 

 

４．研究期間 令和６年度～令和１０年度 ５．領域番号・区分 
 

６．請求額 （円） 

 直接経費 間接経費 合計 

令和６年度請求額（ａ＋ｂ） 55,000,000  16,500,000  71,500,000  

 うち前期分（４月～９月）請求額（ａ） 30,000,000  9,000,000  39,000,000  

うち後期分（１０月～３月）請求額（ｂ） 25,000,000  7,500,000  32,500,000  

 

７．委任先   所属研究機関名：○○大学（学校法人□□□□） 

 

        研究機関代表者：理事長・○ ○ ○ ○ 

         （職・氏名） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１／１） 

－  

2 4 H 1 2 3 4 5 
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【研究代表者・所属研究機関控】 
日本学術振興会に紙媒体で提出する必要はありません。 

1版 

様  式  Ａ－４－１〔記入例〕（調整金次年度使用の場合） 

令和６年度科学研究費助成事業（科学研究費補助金）交付請求書 

独立行政法人日本学術振興会理事長  殿 

機関番号 1 2 3 4 5 

所属研究機関名称 ○○大学

研究
代表者 

部局 ○○学部

職 教授 

氏名 ○○ ○○

さきに交付の決定の通知があった令和６年度科学研究費助成事業（科学研究費補助金）について、下記により概

算払で支出してくださるようお願いします。また、受領方を下記委任先に委任いたします。 

記 

１．研究種目名 基盤研究（Ａ）（一般） ２．課題番号 

３．研究課題名 
○○○に関する研究

４．研究期間 令和５年度～令和９年度 ５．領域番号・区分 

６．請求額 （円） 

直接経費 間接経費 合計 

令和６年度請求額（ａ＋ｂ） 500,000 0 500,000 

うち前期分（４月～９月）請求額（ａ） 500,000 0 500,000 

うち後期分（１０月～３月）請求額（ｂ） 0 0 0 

７．委任先   所属研究機関名：○○大学（学校法人□□□□） 

 研究機関代表者：理事長・○ ○ ○ ○ 

  （職・氏名） 

 

（１／１） 

－ 

2 3 H 1 2 3 4 5 

「６．請求額」の各欄には、今回の調整金による追

加配分を申請する増額分のみを記載すること。 

また、前期分に全額記載し、後期分はすべて「0」と

すること。 

次年度使用の場合、 

間接経費の額は「0」とすること。 
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【研究代表者・所属研究機関控】 
日本学術振興会に紙媒体で提出する必要はありません。 

1版 

様  式  Ａ－４－１〔記入例〕（調整金前倒し使用の場合） 
 

令和６年度科学研究費助成事業（科学研究費補助金）交付請求書 
 

独立行政法人日本学術振興会理事長  殿 

 機関番号 1 2 3 4 5 

所属研究機関名称 ○○大学 

 
 

研究
代表者 

部局 ○○学部 

職 教授 

氏名 ○○ ○○ 

 

さきに交付の決定の通知があった令和６年度科学研究費助成事業（科学研究費補助金）について、下記により概

算払で支出してくださるようお願いします。また、受領方を下記委任先に委任いたします。 

記 

 

１．研究種目名 基盤研究（Ａ）（一般） ２．課題番号 
 

 

３．研究課題名 
○○○に関する研究 

 
 

 

４．研究期間 令和６年度～令和９年度 ５．領域番号・区分 
 

６．請求額 （円） 

 直接経費 間接経費 合計 

令和６年度請求額（ａ＋ｂ） 3,000,000  900,000  3,900,000  

 うち前期分（４月～９月）請求額（ａ） 0  0  0  

うち後期分（１０月～３月）請求額（ｂ） 3,000,000  900,000  3,900,000  

 

７．委任先   所属研究機関名：○○大学（学校法人□□□□） 

 

        研究機関代表者：理事長・○ ○ ○ ○ 

         （職・氏名） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１／１） 

－  

2 4 H 1 2 3 4 5 

「６． 請求額」の各欄には、今回

の調整金による追加配分を申請する

増額分のみを記載すること。 

また、前期分はすべて「0」とし、

後期分に全額記載すること。 
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様 式 Ａ－２－１、Ａ－４－１〔作成上の注意〕

研究代表者が交付の申請を行おうとする場合に科研費電子申請システム（以下「電子申請システム」

という。）にアクセスして、「交付申請書（様式Ａ－２－１）」及び「交付請求書（様式Ａ－４－１）」

を作成し、所属研究機関を通して提出すること。電子申請システムにおける入力に当たっては、文字化

けの発生や別の文字として認識される場合があるため、JIS 第１水準及び第２水準以外の文字コードや

特殊フォントは使用しないこと。なお、本様式は英語で入力しても差し支えない。

研究代表者は、交付の内定を受けた研究課題について、各研究種目の目的・性格を踏まえ、先に提出

した研究計画調書の記載内容に基づき、当該年度交付予定額の範囲内で交付申請書を作成すること。継

続の研究課題については、これまで提出した当該研究課題に係る研究計画調書、交付申請書及び研究実

績報告書の記載内容を踏まえて、交付申請書を作成すること。

交付申請書に含まれる個人情報は、競争的研究費の不合理な重複や過度の集中の排除、科学研究費助

成事業の交付等業務のために利用（データの電算処理及び管理を外部の民間業者に委託して行わせるた

めの個人情報の提供を含む。）する他、府省共通研究開発管理システム（e-Rad）に提供する（e-Rad 経

由で内閣府が作成する政府研究開発データベースに情報提供するとともにこれらの情報の作成のため、

各種作業や情報の確認等について協力を求めることがある。）。
採択された研究課題に関する情報（研究課題名・研究代表者氏名・交付予定額・研究の概要等）につ

いては、「独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律」（平成１３年法律第１４０号）第５条
第１号イに定める「公にすることが予定されている情報」であるものとする。これらの情報については、
報道発表資料及び国立情報学研究所の科学研究費助成事業データベース（ＫＡＫＥＮ）等により公開を
する。
 また、採択された研究課題の研究代表者の所属・氏名等の情報は、日本学術振興会審査委員候補者デ
ータベースに必要に応じて登録し、このデータベースの更新依頼は、毎年、研究代表者が所属する研究
機関を通じて行う。（４月予定）

【注意事項】
電子申請システムの入力に当たっては、「電子申請システム研究者向け操作手引（科学研究費補助金）

（交付内定時・決定後用）」（https://www-shinsei.jsps.go.jp/kaken/topkakenhi/download-ka.html）を参照す
ること。

１． 研究活動の公正性の確保及び適正な研究費の使用について 
記載の内容を十分に確認・誓約した上で、全ての項目のチェックボックスにチェックを入れるこ 

と。 

２． 所属研究機関情報及び代表者情報等の確認 

研究代表者の情報は、e-Radの最新情報が自動表示されるので、情報に誤りがある場合は、所属

研究機関の担当者に連絡して e-Rad の情報を修正すること。

３． 直接経費の費目別内訳の入力 

（１）「内定額」については、「内定一覧」に記載の金額が自動表示される。
（２）「直接経費の費目別内訳」については、次表の分類に従い、補助事業に要する経費を該当費

目欄に入力すること。ただし、直接経費に次の経費を計上してはならない。

＜対応事業＞ 
「特別推進研究」、「新学術領域研究（研究領域提案型）」、「学術変革領域研究（Ａ）」、「学術変
革領域研究（Ｂ）」「基盤研究（Ｓ）」、「基盤研究（Ａ）」、「若手研究（Ａ）（平成２９(2017)年
度以前に採択された研究課題）」 
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・建物等の施設に関する経費（直接経費により購入した物品を導入することにより必要とな

る据付等のための経費を除く。）

・補助事業実施中に発生した事故・災害の処理のための経費

・研究代表者又は研究分担者の人件費・謝金

・その他、間接経費を使用することが適切な経費

各費目欄に該当する経費がない場合には、必ず「０」を入力すること。

区 分 概  要

1.物品費 ・物品を購入するための経費
・物品費（設備備品費、消耗品費等）の定義・購入手続きは各研究機関の規程等によること。 

2.旅費 ・研究代表者、研究分担者及び研究協力者の海外・国内出張（資料収集、各種調査、研究の
打合せ、研究の成果発表等）のための経費（交通費、宿泊費、日当）等

・旅費は、各研究機関の旅費規程等に基づいて算定すること。

3.人件費・
謝金

・資料整理、実験補助、翻訳・校閲、専門的知識の提供、アンケートの配付・回収、研究資
料の収集等を行う研究協力者（ポストドクター・リサーチアシスタント（ＲＡ）、外国の
機関に所属する研究者等）に係る謝金、報酬、賃金、給与、労働者派遣業者への支払いの
ための経費（雇用契約を行う場合は、研究機関が契約の当事者となること）等

・謝金等は、各研究機関の規程等に基づいて算定すること。

4.その他 ・「物品費」、「旅費」及び「人件費・謝金」のほか当該研究を遂行するための経費（例：
印刷費、複写費、現像・焼付費、通信費（切手、電話等）、運搬費、研究実施場所借り上
げ費（研究機関の施設において補助事業の遂行が困難な場合に限る。）、会議費（会場借
料、食事（アルコール類を除く）費用等）、リース・レンタル費用（コンピュータ、自動
車、実験機器・器具等）、機器修理費用、旅費以外の交通費、研究成果発表費用（学会誌
投稿料、ホームページ作成費用、研究成果広報用パンフレット作成費用、児童生徒を含む
一般市民を対象とした研究成果広報活動費用等）、実験廃棄物処理費、バイアウト経費※

等

（３）直接経費の費目別内訳を入力後、［再計算］をクリックし、研究経費の合計額を確認するこ
と。

（４）「請求額」については、以下のとおりとすること。

・直接経費の当該年度請求額（a＋b）が３００万円未満の場合は、全額前期分に計上し、後期分

請求額には「０」を入力すること。

・直接経費の当該年度請求額（a＋b）が３００万円以上の場合は、前期分（a）と後期分(b)を分

けて、原則１０万円単位で入力すること。

なお、交付決定の時期が後期（１０月～３月）の場合、請求額に関わらず、全額後期分に

入力すること。 
（５）研究代表者は、研究実施計画に沿って、直接経費の使途を費目ごとに整理しておくこと。

なお、直接経費は、単なる研究設備の購入経費や旅費の支出、研究への協力をする者を雇
用するための経費ではないので、研究代表者はこれらに留意し、研究実施計画に沿って、直
接経費の使途を費目ごとに整理しておくこと。 

４． 補助事業者等の入力
応募時もしくは前年度の交付申請時等の研究組織情報が自動表示されるので、研究遂行上の必

要に応じて研究分担者の追加、削除を行った上で、必要事項を入力すること。使用しない研究分
担者欄（入力したが使用しない場合や全く入力しなかった場合）については［削除］をクリック
して入力欄を削除すること。

（１）研究分担者を追加又は外す場合には、以下の通りとすること。
○ 研究分担者を追加する場合

１． 研究計画調書に記載されていない者を新たに加える場合（新規の研究課題）
２． 前年度の実績報告書に記載されていない者を新たに加える場合（継続の研究課

題）
上記の１．、２．に該当する場合は、本人の承諾を得た上で、［追加］をクリックし

て入力欄を追加し、新たに加える研究分担者の研究者番号を入力後［検索］をクリック
して研究者検索画面から選択して追加すること。また、「分担者を追加する理由」欄に
研究分担者を追加する理由を入力すること（下記参照）。なお、分担者の追加が認めら
れるのは本会からの交付決定日以降となるため、分担金の執行にあたっては十分留意す
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ること。
○ 研究分担者を外す場合

１． 研究計画調書に記載の研究分担者を外す場合（新規の研究課題）
２． 前年度の実績報告書に記載の研究分担者を外す場合（継続の研究課題）
上記の１．、２．に該当する場合は、本人の承諾を得た上で、「研究分担者を外す」

にチェックを入れて、「役割分担等」欄に研究分担者を外す理由を入力すること
（下記参照）。

分担者を追加する理由や外す理由には、変更が必要となる研究上の理由をできる限り具
体的に記入すること。単に「科研費応募資格を得たため」など、研究遂行上必要な理由が
述べられていないものは不可とする。なお、所属研究機関の変更があるものは、変更後の
科研費応募資格の有無およびその変更先も可能な限り記入すること。 

（研究分担者を「削除」する場合の例）
・ 退職し、科研費応募資格を喪失するため（転出先：○○病院）。
・ 退職し、科研費応募資格を喪失するため（転出先：なし）。
・ ○○大学へ転出し、科研費応募資格は有するが、遠方のため連携が困難となるため。
・ 当初予定していた担当分の研究が完了したため。

（研究分担者を「追加」する場合の例）
・ 研究遂行上○○○○○の調査が必要となったため。
・ 研究分担者から外れる○○○○○が行う予定だった○○の調査について、代わりに実

施するため。

  【研究分担者の承諾手続きについて】
・研究分担者を研究組織に加える場合、電子申請システムにより研究分担者及び研究分担者

が所属する研究機関から承諾等を得ること。
・継続して研究分担者となる研究者のうち所属機関が変更となっている研究者の場合、「承

諾状況」欄が「依頼する」と表示されるので、再度、研究分担者の承諾手続きを行うこと。 
・継続して研究分担者となる研究者のうち所属機関に変更がない研究者の場合、「承諾状況」

欄が「本人承諾済」とチェックボックスが未チェックにて表示されるので、分担者承諾が
既にされていることを確認の上、チェックを入れること。

・追加する研究者に研究分担者になることを依頼する場合には、「承諾状況」欄の「依頼す
る」にチェックを入れ、一時保存をすることで、登録した研究者に研究分担者になること
が依頼される。

  （併せて、研究分担者になることを依頼した研究者に、依頼した旨を必ず連絡すること。）
・研究分担者及び研究分担者が所属する機関が承諾等を行うと、「承諾状況」欄が「分担者

承諾」「機関承諾」と表示が変わる。
・「承諾状況」欄が「分担者不承諾」または「機関不承諾」の場合には、当該研究者を研究

分担者とすることはできないので、当該欄の「削除」ボタンを押してデータ入力欄を削除
すること。

・なお、研究分担者に研究分担者となることを依頼する場合には、必ず以下の内容を研究分
担者に確認し承諾が得られることを確認した上で、依頼をすること。

①当該研究課題について、研究計画の遂行に関して研究代表者と協力しつつ、補助事業者と
して研究遂行責任を分担して研究活動を行う研究分担者となること。

②科研費の補助条件（交付条件）及び以下の(a)(b)(c)を理解し、遵守するとともに研究代表
者から分担金の配分を受け科研費を適正に使用すること。
(a)学術研究に対する国民の負託及び科研費が国民の貴重な税金で賄われていることを十

分認識し、科研費を適正かつ効率的に使用するとともに、研究において不正行為を行わ
ないこと。

(b)当該研究課題の交付申請前まで（交付決定後においては、研究代表者が日本学術振興会
に研究分担者の変更承認申請を行う前まで）に研究倫理教育教材（『科学の健全な発展
のために－誠実な科学者の心得－』日本学術振興会「科学の健全な発展のために」編集
委員会、研究倫理ｅラーニングコース（e-Learning Course on Research Ethics [eLCoRE]、
APRIN Japan eラーニングプログラム (eAPRIN)等）を通読・履修すること、又は、「研
究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン」（平成２６年８月２６日 文
部科学大臣決定）を踏まえ研究機関が実施する研究倫理教育を受講すること。

(c)当該研究課題の交付申請前まで（交付決定後においては、研究代表者が日本学術振興会
に研究分担者の変更承認申請を行う前まで）に日本学術会議の声明「科学者の行動規範
－改訂版－」や、日本学術振興会「科学の健全な発展のために－誠実な科学者の心得－」
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の内容のうち、研究者が研究遂行上配慮すべき事項について、十分内容を理解し確認す
ること。 

※研究分担者の承諾手続きに当たっての動作環境、操作方法などの詳細は、電子申請システム
の「操作手引き」（https://www-shinsei.jsps.go.jp/kaken/topkakenhi/shinsei_ka.html）を参照。

（２）「役割分担等」欄には、研究代表者及び研究分担者の役割分担の内容が具体的に分かるよ
うに入力し、「実験」や「分析」等のような単語のみの入力はしないこと。なお、研究分
担者がいない場合には「研究代表者」が自動表示される。

（３）「直接経費（研究者別内訳）」欄には、研究代表者及び各研究分担者への配分額を円単位
で入力すること。なお、研究代表者と同じ研究機関に所属する研究分担者についても、使
用する補助金の額を入力すること。

（４）交付申請書に出力する研究分担者の順番を入れ替えたい場合は、「表示順」欄に「２」以

降の任意の順番を指定すること（表示順「１」は必ず研究代表者となる。）。

５． 研究概要の入力 
（１）「キーワード」欄

当該研究課題の研究内容をよく表していると思われるキーワードを１つ以上５つ以内で
入力すること。なお、化学式、数式等の使用は極力避けること。

（２）「研究の目的」欄
研究計画調書の記載内容に基づき、本研究で何をどこまで明らかにしようとしているの

か具体的に入力すること（２００字～３００字程度。最大４００文字、改行は５回まで入
力可。）。
※ 「成果取りまとめ」の研究課題の場合は、「研究の目的」を「研究成果取りまとめの

目的」と読みかえて入力すること。
（３）「本年度の研究実施計画」欄

① 補助金の使用予定（購入する物品及びその購入時期等）を考慮の上、当該年度内に
研究が実施し得るような研究実施計画をできるだけ具体的に入力すること（最大１
０００文字、改行は１０回まで入力可。）。

② 複数の研究者により実施する研究計画については、研究計画を実施する際の各研究
者相互の関係を明確に入力すること。

③ 相手方の同意・協力や社会的コンセンサスを必要とする研究課題については、相手
方の同意等を得たうえで研究計画を実施することが分かるように入力すること。

④ 研究実施計画は、さきに提出した研究計画調書の研究計画の内容に基づき作成する
こと。なお、研究の目的を変えない範囲での変更を行うことは差し支えない。

※「成果取りまとめ」の研究課題の場合は、「本年度の研究実施計画」を「本年度の研
究成果取りまとめの計画」と読みかえて入力すること。

⑤ 海外における研究滞在等による研究の留保又は中断から再開する課題については、
海外における研究滞在の実績等を踏まえた計画であることがわかるよう記載するこ
と。

（４）「研究の概要」欄
科研費による研究の内容を分かりやすく社会・国民に提供するという観点から、研究の概

要を国立情報学研究所の科学研究費助成事業データベース（ＫＡＫＥＮ）において公開す
るため、研究期間全体の研究計画の概要について、研究計画調書の記載内容に基づき、２
００字程度で簡潔に入力すること（最大３００文字、改行は５回まで入力可。）。
入力に当たって、難解な専門用語の使用はできるだけ避けること。もしくは適宜説明を加

えること。

（２年度目以降の継続課題の場合、入力欄はありません。新規採択課題のみ記載してください。） 

６． 主要な物品の内訳の入力
１品又は１組若しくは１式の価格が５０万円以上の主要な物品（図書を含む。消耗品、設備備

品の別は問わない。）について入力すること。
また、図書については、１冊又は１組の価格が５０万円以上の場合は必ず書名、金額を入力す

ることとし、少額の図書を多量に購入した場合には、５０万円程度を一括して例えば「西洋中世
政治史関係図書(３０冊)」のようにある程度図書の内容が判明するような表現を用いて入力する
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こと。この場合、図書の数量は必ず入力すること。 
共用設備を購入する場合は、当該補助事業で負担する額が５０万円未満であっても、価格が５

０万円以上の場合には、当該設備について入力すること。この際、数量・単価の欄には購入する
設備の数量・単価を入力し、「共用設備購入の負担額（円）」欄で「共用設備」のチェックボッ
クスにチェックの上、当該補助事業で負担する額を入力すること。 

金額は円単位とし、税込金額を入力すること。 
３行以上、主要な物品を登録する場合は、［追加］をクリックして入力欄を表示し入力するこ

と。なお、使用しない物品欄（入力したが使用しない場合）については［削除］をクリックして
入力欄を削除すること。 
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様 式 Ａ－４－２

機 関 番 号 

令和  年  月  日

独立行政法人日本学術振興会理事長 殿

研 究 機 関 名：

代 表 者 職 名：

氏 名：

令和５(2023)年度科学研究費助成事業（科学研究費補助金）の請求について

令和  年  月  日付け学振助一第××号で繰越しの承認のあった令和５(2023)年度科学

研究費助成事業（科学研究費補助金）の別添の研究課題について、下記のとおり請求しますので

よろしくお取り計らい願います。

記

請求額 円
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様 式 Ａ－４－２別添 機関番号  
 

 

研究機関名  
 

No 研究種目 課題番号 研究代表者 
交付を受けた 

補助金額（円） 

請求額（円） 

（繰越承認額） 

1         

2         

3         

4           

5           

6           

7           

8           

9           

10           

11           

12       
 

  

13           

14           

15           

16           

17           

18           

19           

20           

21           

22           

23           

24           

25           

26           

27           

28           

29           

30           

31           

32           

33           

34           

35           

合計 
 

注意： ①特別推進研究 ②新学術領域研究（研究領域提案型） ③学術変革領域研究（Ａ）④学術変

革領域研究（Ｂ）⑤基盤研究（Ｓ） ⑥基盤研究（Ａ） ⑦基盤研究（Ｂ）  ⑧若手研究（Ａ）⑨奨励

研究 ⑩特別研究促進費 ⑪研究成果公開促進費 の研究種目順で、採択年度が早い課題番号の若い順

に記載すること。 
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様 式 Ａ－４－２〔記入例〕

機 関 番 号 

12345 

令和６年×月×日

独立行政法人日本学術振興会理事長 殿

研 究 機 関 名： ○○大学

代 表 者 職 名： 学長 

氏 名： ○○ ○○

令和５(2023)年度科学研究費助成事業（科学研究費補助金）の請求について

令和６年×月×日付け学振助一第××号で繰越しの承認のあった令和５(2023)年度科学研究費

助成事業（科学研究費補助金）の別添の研究課題について、下記のとおり請求しますのでよろし

くお取り計らい願います。

記

請求額 １，０００，０００ 円
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様 式 Ａ－４－２別添 機関番号 12345 

研究機関名 ○○大学

No 研究種目 課題番号 研究代表者 
交付を受けた 

補助金額（円） 

請求額（円） 

（繰越承認額） 

1 基盤研究（Ｂ） 22H99990 ○△ △△ 1,000,000 700,000 

2 基盤研究（Ｂ） 22H99998 □□ □□ 800,000 300,000 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

24 

25 

26 

27 

28 

29 

30 

31 

32 

33 

34 

35 

合計 1,000,000 

注意： ①特別推進研究 ②新学術領域研究（研究領域提案型） ③学術変革領域研究（Ａ）④学術変

革領域研究（Ｂ）⑤基盤研究（Ｓ） ⑥基盤研究（Ａ） ⑦基盤研究（Ｂ）  ⑧若手研究（Ａ）⑨奨励

研究 ⑩特別研究促進費 ⑪研究成果公開促進費 の研究種目順で、採択年度が早い課題番号の若い順

に記載すること。 
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様 式 Ａ－１３、Ｄ－１３（共通）〔作成上の注意〕

研究代表者が、令和６(2024)年度以前に提出しなければならない研究成果報告書を、特

段の理由（失踪又は病気・けが）があって提出していない場合において、交付申請の留保

を希望する場合に作成すること。（研究成果報告書を提出していない研究代表者からの交

付申請は受け付けない。）

なお、当該年度の９月末日までに研究成果報告書を提出することが可能となる研究代表

者のみ、本様式を作成すること。（当該年度の９月末日までに研究成果報告書を提出する

ことができない場合については、交付申請の辞退情報を登録すること。）９月末日までに

研究成果報告書の提出がなされない場合は、交付内定が取り消されることとなる。

【注意事項】

① 「研究種目」欄及び「課題番号」欄は、「内定一覧」を十分確認のうえ記入すること。

なお、この欄に「部局番号」や「職番号」を誤って記入しないよう注意すること。

② 「研究成果報告書の提出予定時期（年月）」欄には、研究成果報告書を提出できない

理由に基づき、現実に研究成果報告書を提出する予定の時期を記載すること。

③ 「研究開始（再開）予定年月日」欄には、「研究成果報告書の提出予定時期（年月）」

より後の年月日を記入すること。

④ 「研究成果報告書の未提出理由」欄は、「１：失踪」又は「２：病気・けが」のうち、

該当する番号を記入すること。

＜対応事業＞

特別推進研究、新学術領域研究（研究領域提案型）、学術変革領域研究（Ａ・Ｂ）、

基盤研究、挑戦的研究、若手研究、研究活動スタート支援、特別研究促進費、国

際共同研究加速基金（国際先導研究、海外連携研究、国際共同研究強化（Ｂ）（令

和４(2022)年度以前に採択された研究課題））、特別研究員奨励費、奨励研究  
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様 式 Ａ－１４ 

科学研究費助成事業（科学研究費補助金）における産前産後の休暇、育児休業の取得、又は、海外における 

研究滞在等に伴う研究実施計画の変更願 

令和  年  月  日 

独立行政法人日本学術振興会理事長 殿 

機関番号 

所属研究機関名称 

研究 

代表者 

部局 

職 

氏名 

科学研究費助成事業（科学研究費補助金）について、産前産後の休暇、育児休業の取得、又は、海外における研究滞

在等により中断していた研究を再開するにあたり、下記のとおり研究計画を変更したうえで交付申請を行いたいので、

これにより交付の決定をしてくださるようお願いします。 

１．研究種目名 ２．課題番号 

３．研究課題名 

４．交付申請額    （円） 

直接経費 間接経費 合計 

５．研究期間 （変更前） 令和  年度～令和  年度 ６．領域番号・区分 

（変更後） 令和  年度～令和  年度 

７．産前産後の休暇、育児休業の取得、又は、海外における研究滞在等による中断の開始年月日及び終了年月日 

令和  年  月  日 ～ 令和  年  月  日 

８．研究開始（再開）予定年月日 

令和  年  月  日 

９．産前産後の休暇、育児休業の取得、又は、海外における研究滞在等による変更後の研究計画

別紙のとおり。
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様 式 Ａ－１４別紙（変更後の研究実施計画） 

変更後の申請（予定）額（直接経費）   （円） 

（直接経費の額を記載） 令和  年度 令和  年度 令和  年度 令和  年度 令和  年度 令和  年度

変更前の交付（予定）額 － －

変更後の申請（予定）額 － －

（直接経費の額を記載） 令和  年度 令和  年度 令和  年度 令和  年度 令和  年度 合計

変更前の交付（予定）額 － － － － －

変更後の申請（予定）額 － － － － －

本年度以降の研究実施計画 
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様 式 Ａ－１４〔記入例〕 

科学研究費助成事業（科学研究費補助金）における産前産後の休暇、育児休業の取得、又は、海外における 

研究滞在等に伴う研究実施計画の変更願 

令和６年○月○○日 

独立行政法人日本学術振興会理事長 殿 

機関番号 1 2 3 4 5 

所属研究機関名称 ○○大学

研究 

代表者 

部局 ○○学部

職 教授

氏名 
○○ ○○

科学研究費助成事業（科学研究費補助金）について、産前産後の休暇、育児休業の取得、又は、海外における研究滞

在等により中断していた研究を再開するにあたり、下記のとおり研究計画を変更したうえで交付申請を行いたいので、

これにより交付の決定をしてくださるようお願いします。 

１．研究種目名 基盤研究（Ａ）（一般） ２．課題番号 2 3 H 1 2 3 4 5 

３．研究課題名 ○○に関する研究

４．交付申請額    （円） 

直接経費 間接経費 合計 

10,100,000 3,030,000 13,130,000 

５．研究期間 （変更前） 令和５年度～令和８年度 ６．領域番号・区分 

（変更後） 令和５年度～令和９年度 － 

７．産前産後の休暇、育児休業の取得、又は、海外における研究滞在等による中断開始年月日及び終了年月日 

令和５年１２月１日 ～ 令和６年３月３１日 

８．研究開始（再開）予定年月日 

令和６年４月１日 

９．産前産後の休暇、育児休業の取得、又は、海外における研究滞在等による変更後の研究計画

別紙のとおり。
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様 式 Ａ－１４別紙（変更後の研究実施計画） 

変更後の申請（予定）額（直接経費）    （円） 

（直接経費の額を記載） 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和  年度

変更前の交付（予定）額 10,000,000 10,000,000 8,000,000 7,000,000 － －

変更後の申請（予定）額 9,800,000 10,100,000 8,000,000 7,000,000 100,000 －

（直接経費の額を記載） 令和  年度 令和  年度 令和  年度 令和  年度 令和  年度 合計

変更前の交付（予定）額 － － － － － 35,000,000 

変更後の申請（予定）額 － － － － － 35,000,000 

本年度以降の研究実施計画 

当初は、○○年度に○○○○○○○○○○○○○○○○○○を、○○年度に○○○○○○○○○○○○○○○○○○を行う
予定であった。
産前産後の休暇及び育児休業を取得したことに伴い、令和５年度は、○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○。
令和６年度は、○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○。
令和７年度は、○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○。
令和８年度は、○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○。
令和９年度は、○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○について、得られた結果を取りまとめ、成果の発表を行う。
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様 式 Ａ－１４〔作成上の注意〕 

 

 
 

この変更願は、産前産後の休暇又は育児休業の取得に伴い交付申請を留保又は中断していた研究、又は、海

外における研究滞在等に伴い中断していた研究を開始（再開）するにあたり、研究実施計画（年次計画）を変

更した上で交付申請を行うことを希望する場合に、交付申請を行う前に研究代表者が作成し、所属する研究機

関を経由して提出すること。 
作成に当たっては、様式Ａ－１４別紙（変更後の研究実施計画）を必ず作成し、提出すること。 
また、本変更願の提出にあたって、研究中断の承認を受けている場合には、様式Ｃ－１３－１又は様式Ｃ－

１３－５「研究中断承認申請書」の写しを１部添付すること。 

 
【注意事項】 

１． 「機関番号」欄には、研究代表者が所属する研究機関の機関番号（５桁）を記入すること。 

 

２． 「研究代表者所属研究機関・部局・職・氏名」欄には、研究代表者の所属する研究機関名、部局名、職

名及び氏名を省略せずに記入すること（部局のない研究機関の場合は、部局名は不要。）。 

 

３． 「１.研究種目名」欄には、該当する研究種目名を正確に記入すること。 

（例）「新学術領域研究（研究領域提案型）」、「基盤研究（Ａ）」等 

 

４． 「２．課題番号」欄には、「内定一覧」に記載の課題番号を記入すること。 
 
５． 「３．研究課題名」欄には、「内定一覧」に記載の研究課題名を記入すること。 

 

６． 「４．交付申請額」欄には、研究を開始（再開）する年度の補助事業に要する経費（直接経費及び間接

経費）を記入すること。直接経費の額が、様式Ａ－１４別紙（変更後の研究実施計画）に記載の研究を

開始（再開）する年度の「変更後の申請（予定）額」と一致していることを確認すること。間接経費の

交付を辞退する場合は、「間接経費」欄に「０」を記入すること。 

 

７． 「５．研究期間」欄には、新規採択年度の「内定一覧」に記載の研究期間（変更前の研究期間）と、変

更後の研究期間を記入すること。なお、延長できる期間は、産前産後の休暇、育児休業の取得、又は、

海外における研究滞在等に伴い研究を中断した期間に応じて以下のとおりとなるので注意すること。 

なお、産前産後の休暇、育児休業の取得、又は、海外における研究滞在等に伴い研究を中断したが、

研究期間の変更を希望しない場合には、「変更後の研究期間」欄についても、新規採択年度の「内定一

覧」に記載の研究期間を記入すること。 
 
例） 

産前産後の休暇又は育児休業に伴う中断期間 延長可能期間 

３ヶ月 １年度 

１年 １年度 

１年６ヶ月 ２年度 

２年９ヶ月 ３年度 
・ 
・ 
 

 

＜対応事業＞ 

「特別推進研究」、「新学術領域研究（研究領域提案型）」、「学術変革領域研究（Ａ）」、「学術変革領域研究

（Ｂ）」、「基盤研究（Ｓ）」、「基盤研究（Ａ）」、「若手研究（Ａ）（平成２９(2017)年度以前に採択された研

究課題）」 

25



８． 「７．産前産後の休暇、育児休業、又は、海外における研究滞在等による中断の開始年月日及び終了

予定年月日」欄には、研究代表者の所属する研究機関に確認の上、研究代表者の所属研究機関におい

て承認された産前産後の休暇、育児休業、又は、海外における研究滞在等による中断の開始年月日及

び終了予定年月日を記入すること。 

 

９． 「８．研究開始（再開）予定年月日」欄には、産前産後の休暇、育児休業終了後、研究を開始（再開）

する予定年月日を記入すること。海外における研究滞在等による中断の場合は中断期間終了後の翌日

の日付を記入すること。（なお、産前産後の休暇、育児休業による中断の場合は、中断期間終了後１

年を超えて補助事業を中断することはできないので注意すること。）。 

 

１０． 「９．産前産後の休暇、育児休業、又は、海外における研究滞在等による変更後の研究計画」欄には、

「別紙のとおり。」と記入し、様式Ａ－１４別紙（変更後の研究実施計画）を作成し添付すること。

作成に当たっては以下に留意すること。 
 

① 「変更前の交付（予定）額」 
新規採択年度の「内定一覧」に記載の直接経費の交付予定額を年度毎に記入すること。研究期間外

の欄には「－」を記入すること。 
 

② 「変更後の申請（予定）額」 
これまでの直接経費の交付決定額及び変更後の直接経費の交付申請予定額を年度毎に記入するこ

と。 
研究を中断した年度に未使用の補助金を返還している場合には、様式Ｃ－１３－１又は様式Ｃ－１

３－５「研究中断承認申請書」に記載の変更交付決定額を記入すること。 
研究を開始（再開）する年度以降の交付申請予定額は、変更後の研究実施計画（年次計画）に応じ

て年度毎の補助事業に要する経費を記入できるが、いずれかの年度の交付申請予定額を「０円」とす

ることはできない。研究期間外の欄には「－」を記入すること。 
なお、調整金（次年度使用）対象課題については、交付申請の留保を行った前年度または交付申請

から次年度使用の申請までに、研究中断の承認を得た前年度に５万円以上の未使用額があり、調整金

（次年度使用）の申請期間に研究を開始できない、または同年度に中断することがわかっていたため

調整金（次年度使用）の申請を見送った場合は、５万円以上１万円単位で次年度使用をすることが可

能なため、次年度使用分を上乗せした金額を記入すること。 
また、次年度使用分を上乗せしない場合は、「変更前の交付（予定）額」の合計と「変更後の申請

（予定）額」の合計は一致させること。 
 

③ 「本年度以降の研究実施計画」 
ア 補助金の使用予定（購入する物品及びその購入時期等）を考慮の上、研究を開始（再開）する年

度以降の研究実施計画を記述すること。記述に当たっては、当初研究実施計画からの変更内容が

明らかになるように記入すること。 
イ 複数の研究者により実施する研究計画については、研究計画を実施する際の各研究者相互の関係

を明確に記入すること。 
ウ 相手方の同意・協力や社会的コンセンサスを必要とする研究課題については、相手方の同意等を

得たうえで研究計画を実施することが分かるように記入すること。 
エ 次年度使用分を上乗せする場合は、未使用額が発生した経緯・理由、未使用額を使用してどのよ

うな研究を行い、研究課題を進展させるのか、わかるように記入すること。 
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様 式 Ａ－１６、Ｄ－１６（共通）〔記入例〕 

科学研究費助成事業 海外における研究滞在等による研究中断時の変更届 

令和 ６年 ９月 １日

独立行政法人日本学術振興会理事長 殿 

研究代表者氏名 ○○ ○○

研究種目名 基盤研究（Ｃ）（一般） 

課題番号 ２４Ｋ５４３２１

研究課題名 ○○の××に関する総合的研究

科学研究費助成事業について、海外における研究滞在等による研究中断申請、交付申請の留保届の提出時又は前回変

更届提出時から、下記のとおり変更になりますので報告します。 

記 

※変更前・変更後とも、最新の条件付き交付内定通知に記載されている事項から変更があった箇所のみ記入してください。

変
更
前 

海外渡航開始予定年月日及び終了予定年月日 
令和  ６年   ６月  １日 

～ 令和  ７年  ３月  ３１日 

研究中断開始年月日及び終了年月日 
令和  ６年   ６月  １日 

～ 令和  ７年  ３月  ３１日 

海外渡航（滞在）先 

海外渡航による中断の理由 

連絡先 
Email１ 

Email２ 

変
更
後 

□ 研究の開始（再開）ができなくなりました（条件付き交付内定を辞退します。）。

海外渡航開始予定年月日及び終了予定年月日 
令和  ６年   ６月  １日 

～ 令和  ８年  ３月  ３１日 

研究中断開始年月日及び終了年月日 
令和  ６年   ６月  １日 

～ 令和  ８年  ３月  ３１日 

海外渡航（滞在）先 

海外渡航による中断の理由 
（研究の開始（再開）ができなくなった場合に
は、その理由） 

連絡先 
Email１ 

Email２ 

※研究開始（再開）期限年月日は研究中断終了年月日の翌日となります。

中断期間中に連絡可能な連絡先を入力

中断期間中に連絡可能な連絡先を入力

１００文字以内で入力
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様 式 Ａ－１６、Ｄ－１６（共通）〔作成上の注意〕

研究代表者が、海外における研究滞在等による研究中断申請、交付申請の留保届の提出

時、又は前回変更届提出時から変更が生じた場合は、速やかに条件付き交付内定者用の科

研費電子申請システムにアクセスして作成し、日本学術振興会に提出すること。

【注意事項】

① 「変更後」欄には、変更後の海外渡航期間、研究中断期間、海外渡航（滞在）先、中

断の理由、連絡先のうち、変更があった箇所のみ選択し記入すること。

② 研究の開始（再開）が出来ない場合は、「研究の開始（再開）ができなくなりました

（条件付き交付内定を辞退します。）。」欄を選択のうえ、「海外渡航による中断の

理由」欄に研究の開始（再開）が出来なくなった理由を記入すること。

＜対応事業＞

特別推進研究、新学術領域研究（研究領域提案型）（計画研究の総括班研究課題を除く）、

学術変革領域研究（Ａ・Ｂ）（計画研究の総括班研究課題を除く）、基盤研究、挑戦

的研究、若手研究、研究活動スタート支援、特別研究促進費、国際共同研究加速基

金（国際先導研究、国際活動支援班を除く）
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様 式 Ａ－１７、Ｄ－１７（共通）〔記入例〕 

科学研究費助成事業 海外における研究滞在等による研究中断からの研究再開届 

令和 ６年 ６月 １日

独立行政法人日本学術振興会理事長 殿

研究機関名： ○○大学

所属研究機関の長

職名：
理事長

氏名： ◆◆ ◆◆

機関番号： １２３４５

科学研究費助成事業の以下の研究課題について、研究代表者が海外における研究滞在等により中断していた研究の再開を、下記

のとおり希望していますので報告します。 

記 

６．各年度の申請（予定）額（学術研究助成基金助成金の研究課題のみ記載してください）

（直接経費の額を記載） 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

申請（予定）額 800,000 1,500,000 1,000,000 

（直接経費の額を記載） 令和１２年度 令和１３年度 令和１４年度 令和１５年度 令和１６年度 合 計 

申請（予定）額 3,300,000 

１
．
研
究
代
表
者

氏名 ○○ ○○

所属部局・職 ○○研究科・教授

研究者番号 10345678 

２．研究種目名 基盤研究（Ｃ）（一般） ３．課題番号 ２３Ｋ１２３４５

４．研究課題名 ○○の××に関する総合的研究

５．研究開始（再開）年月日

令和   ６年 ７月 １日
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様 式 Ａ－１７、Ｄ－１７（共通）〔作成上の注意〕

研究代表者が、海外における研究滞在等により中断していた研究の再開又は交付申請の

留保届を提出していた研究の開始を希望する際に、日本国内において所属することとなっ

た機関は、科研費電子申請システムより海外における研究滞在等による研究中断からの研

究再開届を作成し、研究中断又は留保終了年月日の１か月程度前（４月１日の再開を希望

する場合には２か月程度前）までに日本学術振興会に提出すること。

【注意事項】

１． 研究代表者が行う手続き
研究中断終了年月日の１か月程度前（４月１日の再開を希望する場合には２か月程度前）

までに、条件付き交付内定者用電子申請システムにて、日本国内において所属することと

なった研究機関宛てに、再開届作成依頼を行うこと。

（１） 研究種目・課題番号・研究課題名

「条件付き交付内定通知」に記載の内容と一致しているかを十分確認すること。

（２） 研究開始（再開）年月日及び終了年度

研究開始（再開）期限年月日までの範囲内で希望する年月日を記入すること。なお、研

究開始（再開）期限年月日までに交付申請書の提出がなされない場合は、条件付き交付内

定が取り消されることとなる。

終了年度については、「条件付き交付内定通知」別紙１の内容を十分確認のうえ入力す

ること｡

２．所属研究機関事務担当者が行う手続き
 研究代表者から送信された再開届作成依頼を受理し、「①海外における研究滞在等による

研究中断からの研究再開届（様式Ａ－１７、Ｄ－１７）」（以下「再開届」という。）を作

成すること。

（１） 所属部局・職

府省共通研究開発管理システム（e-Rad）に登録される情報と一致しているかを十分確認

すること。

（２）研究種目・課題番号・研究課題名

研究代表者から提出された「条件付き交付内定通知」に記載の内容と一致しているか

を十分確認すること。

３．各年度の申請（予定）額 ※学術研究助成基金助成金の研究課題のみ

研究再開後の各年度における直接経費の申請（予定）額を記入すること。各年度の配分

額を変更した上で研究の開始（再開）を希望する場合、変更後の配分額を記載すること。

また、年度途中から研究を開始（再開）する場合、必要に応じて、１年度に限り補助事

業期間を延長することが可能である。延長を希望する場合は、研究期間を１年度追加して

再開届を作成すること。

なお、研究の開始（再開）の際、研究実施計画の作成にあたっては、先に提出した交付

申請に記載の研究実施計画の内容に基づくとともに、海外における研究滞在の実績等を踏

まえた計画を作成する必要があるので、その点を留意のうえ作成すること。

（科学研究費補助金の研究課題の各年度配分額を変更したい場合は、「産前産後の休暇、

＜対応事業＞

特別推進研究、新学術領域研究（研究領域提案型）（計画研究の総括班研究課題を除

く）、学術変革領域研究（Ａ・Ｂ）（計画研究の総括班研究課題を除く）、基盤研究、

挑戦的研究、若手研究、研究活動スタート支援、特別研究促進費、国際共同研究加

速基金（国際先導研究、国際活動支援班を除く）
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育児休業の取得、又は、海外における研究滞在等に伴う研究実施計画の変更願」（様式Ａ

－１４）を提出すること。） 
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(b)交付決定後に必要な書類の様式（研究機関が作成）（補助金分） 

 
様式 B-1 「収支簿」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ３３ 
様式 B-2 「繰越承認について」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・   ◆ 
様式 B-2 別紙 1 「繰越承認要求一覧」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・   ◆ 
様式 B-2 別紙 2 「科学研究費助成事業に係る繰越要件等事前確認票」・・・・・・・・・・   ◆ 
様式 B-12 「新学術領域研究（研究領域提案型）及び学術変革領域研究 

研究成果報告書等提出届」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・   ３６ 
 
（参考）    「分担金配分予定通知書（サンプル）」・・・・・・・・・・・・・・・・・   ◆ 
 
◆：日本学術振興会ホームページに掲載されている様式・記入例・作成上の注意により作成・提出して

ください。 
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(c)交付決定後に必要な書類の様式（研究者が作成）（補助金分）

様式提出時 添付書類一覧（補助金分）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ３９

様式 C-3-2 「次年度使用申請書兼変更交付申請書」・・・・・・・・・・・・・・・・  ４０

様式 C-3-2 別紙 1 「科学研究費助成事業に係る繰越要件等事前確認票」・・・・・・・・・・  ４５

様式 C-3-2 別紙 2 「繰越事由一覧」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ４６

様式 C-3-3 「前倒し使用申請書兼変更交付申請書」・・・・・・・・・・・・・・・・  ５０

様式 C-4-1 「直接経費使用内訳変更承認申請書」・・・・・・・・・・・・・・・・・  ５５

様式 C-5-1 「補助事業廃止承認申請書」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ５８

様式 C-5-2 「研究代表者死亡等報告書」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ６１

様式 C-6 「実績報告書（収支決算報告書）」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ６５

様式 C-7-1 「実績報告書（研究実績報告書）」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ６７

様式 C-9 「補助事業者変更承認申請書」（電子申請システム対応用）・・・・・・・・  ８０

様式 C-9 「補助事業者変更承認申請書」（電子申請システム非対応用）・・・・・・・  ８５

様式 C-10-1 「研究代表者所属研究機関変更届」・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ９１

様式 C-10-2 「研究代表者交替に伴う所属研究機関変更届」・・・・・・・・・・・・  ９４

様式 C-13-1 「産前産後の休暇又は育児休業の取得に伴う研究中断承認申請書」・・・  ９８

様式 C-13-2 「産前産後の休暇又は育児休業の取得に伴う研究期間延長承認申請書」・・ １０１

様式 C-13-5 「海外における研究滞在等による研究中断承認申請書」・・・・・・・・・ １０７

様式 C-13-6 「海外における研究滞在等による研究期間延長承認申請書」・・・・・・・ １１０

様式 C-15 「寄付延期承認申請書」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １１６

様式 C-16 「間接経費交付決定額変更申請書」・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １１９

様式 C-17-1 「実績報告書（収支決算報告書（２））」・・・・・・・・・・・・・・・・ １２４

様式 C-18 「新学術領域研究（研究領域提案型）及び学術変革領域研究

  研究成果報告書（研究領域）」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １３０

様式 C-19 「研究成果報告書」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １３４

様式 C-21 「研究経過報告書」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １４６

様式 C-23 「新学術領域研究（研究領域提案型）及び学術変革領域研究

研究成果報告書提出延期届」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １４９

様式 C-24 「研究成果発表報告書」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １５１

様式 C-26 「繰越を必要とする理由書」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・   ◆

※各様式の提出の際は、「様式提出時 添付書類一覧（補助金分）」で示した書類を添付してください。

◆：日本学術振興会ホームページに掲載されている様式・記入例・作成上の注意により作成・送信してください。
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費
交
付
決
定
額
変
更
申
請
書

A
｜
２
｜
１

A
｜
２
｜
７
等

Ｃ
｜
３
｜
２

Ｃ
｜
３
｜
３

Ｃ
｜
９

Ｃ
｜
１６

研究代表者死亡等報告書 Ｃ－５－２ ■ △ △ △ □ □

補助事業者変更承認申請書
（研究代表者の交替時のみ）

Ｃ－９ ■ △ △ △ □

研究代表者交替に伴う所属研究機関変更届 Ｃ－１０－２ □

産前産後の休暇又は育児休業の取得
に伴う研究期間延長承認申請書

Ｃ－１３－２ ■ □ □ □

海外における研究滞在等に伴う研究期間延長
承認申請書

Ｃ－１３－６ ■

寄付延期承認申請書 Ｃ－１５

間接経費交付決定額変更申請書 Ｃ－１６ ■ △ △ △ □

研究経過報告書 Ｃ－２１

新学術領域研究（研究領域提案型）及び学術
変革領域研究研究成果報告書提出延期届

Ｃ－２３ Ｂ－１２

研究成果発表報告書 Ｃ－２４

表
紙

様式提出時　添付書類一覧（補助金分）

本表は、「交付決定後に提出する書類」のうち、電子申請システム非対応様式（甲欄）を提出する際に、「写」を添付する必
要のある書類を乙欄に示しています。
研究機関は、甲欄の書類を提出しようとする場合、過去に乙欄の書類を提出していた場合はその「写」を添付してください。
また、表紙に様式名が記されている場合、当該様式を表紙にして提出してください。

空欄：甲欄の書類を提出する際に「写」を提出する必要のない書類。

■ ：甲欄の書類を提出する際に「写」を添付する必要のある書類。ただし、△の書類を提出する場合は不要。

□・△ ：甲欄の書類を提出する際、過去に乙欄の書類を提出し、交付申請書の記載内容を変更していた場合に「写」を添付する必要のあ
る書類。

乙欄

（添付する書類）

甲欄

（提出しようとする書類（電子申請システム非対応様式））
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(d)交付申請時に必要な書類の様式（基金分）

様式 D-2-1 「交付申請書」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １５７

様式 D-4-1 「支払請求書」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １６０

様式 D-7 「交付申請の辞退届」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・   ■

様式 D-8 「研究代表者の転出報告書」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ■

様式 D-10 「育児休業等に伴う交付申請留保届」・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ■

様式 D-11 「間接経費の辞退届」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・   ■

様式 D-13 「研究成果報告書未提出者に係る交付申請留保届」・・・・・・・・・・・ １６７

様式 D-16 「科学研究費助成事業 海外における研究滞在等による

研究中断時の変更届」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １７０

様式 D-17 「科学研究費助成事業 海外における研究滞在等による

研究中断からの研究再開届」・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １７２

■： 本様式集には掲載しておりません。

※提出方法は日本学術振興会ホームページをご参照ください。

※「国際共同研究加速基金（帰国発展研究（令和元年度以前採択分））」の様式は、

日本学術振興会ホームページからダウンロードして作成・提出してください。

（https://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/index.html）
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(e) 交付決定後に必要な書類の様式（研究機関が作成）（基金分） 

 
様式 E-1 「収支簿」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  １７６ 
 
（参考） 「分担金配分予定通知書（サンプル）」・・・・・・・・・・・・・・・・    ◆ 
 
◆：日本学術振興会ホームページに掲載されている様式・記入例・作成上の注意により作成・提出して

ください。 
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(f) 交付決定後に必要な書類の様式（研究者が作成）（基金分） 

 

様式提出時 添付書類一覧（基金分）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １８０ 

様式 F-2-1 「支払請求書」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １８１ 

様式 F-3-1 「前倒し支払請求書」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １８７ 

様式 F-4 「直接経費使用内訳変更承認申請書」・・・・・・・・・・・・・・・・・ １９１ 

様式 F-5-1 「補助事業廃止承認申請書」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １９３ 

様式 F-5-2 「研究代表者死亡等報告書」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １９６ 

様式 F-6-1 「実施状況報告書（収支状況報告書）」・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２００ 

様式 F-7-1 「実施状況報告書（研究実施状況報告書）」・・・・・・・・・・・・・・・ ２０２ 

様式 F-6-2 「実績報告書（収支決算報告書）」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２１４ 

様式 F-7-2 「実績報告書（研究実績報告書）」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２１６ 

様式 F-9-1 「研究分担者変更承認申請書」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２２６ 

様式 F-9-2 「研究代表者変更承認申請書」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２３０ 

様式 F-10-1 「研究代表者所属研究機関変更届」・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２３６ 

様式 F-10-2 「研究代表者交替に伴う所属研究機関変更届」・・・・・・・・・・・・・ ２３９ 

様式 F-13-1 「研究中断届」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２４４ 

様式 F-13-2 「産前産後の休暇、育児休業の取得又は 

海外における研究滞在等に伴う補助事業期間延長承認申請書」・・・・・・ ２４６ 

様式 F-13-4 「海外における研究滞在等による研究中断承認申請書」・・・・・・・  ２５０ 

様式 F-14 「補助事業期間延長承認申請書」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２５３ 

様式 F-15 「寄付延期承認申請書」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２５７ 

様式 F-16 「間接経費交付決定額変更申請書」・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２６０ 

様式 F-19-1 「研究成果報告書」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２６８ 

様式 F-21 「研究経過報告書」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２８０ 

様式 F-24 「研究成果発表報告書」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２８３ 

 

※各様式の提出の際は、「様式提出時 添付書類一覧（基金分）」で示した書類を添付してください。 

 

※「国際共同研究加速基金（帰国発展研究（令和元年度以前採択分））」の様式は、 

日本学術振興会ホームページからダウンロードして作成・提出してください。 

 （https://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/index.html） 
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(３）その他

研究活動の公正性の確保及び適正な研究費の使用について確認・誓約すべき事項・・・・・・ ２８９

288



研究活動の公正性の確保及び適正な研究費の使用について確認・誓約すべき事項

 科研費で研究活動を行うに当たっては、科研費が国民の貴重な税金で賄われていることを十分認識し、科研

費を適正かつ効率的に使用するとともに、研究において不正行為を行わないことが求められています。

研究代表者の責務として、本内容を研究分担者等にも必ず周知し、研究活動の公正性の確保や適正な研究費

の使用について理解してもらうよう努めてください。

記

（研究活動の公正性の確保）

 科学研究における不正行為は、科学を冒涜し、人々の科学への信頼を揺るがし、科学の発展を妨げるもの

であって、本来あってはならないものである。また、未来への先行投資として、国費による研究費支援が増

加する中、国費の効果的活用の意味でも研究の公正性の確保がより一層求められる。

 研究活動とは、先人達が行った研究の諸業績を踏まえた上で、観察や実験等による事実、データを素材と

しつつ、自分自身の省察・発想・アイディア等に基づく新たな知見を創造し、知の体系を構築していく行為

である。研究成果の発表とは、研究活動によって得られた成果を、客観的で検証可能なデータ・資料を提示

しつつ、研究者コミュニティに向かって公開し、その内容について吟味・批判を受けることである。不正行

為とは、研究者倫理に背馳し、研究活動や研究成果の発表の本質ないし本来の趣旨を歪め、研究者コミュニ

ティの正常な科学的コミュニケーションを妨げる行為に他ならない。

 不正行為は、科学そのものに対する背信行為であり、研究費の多寡や出所の如何を問わず絶対に許されな

い。これらのことを個々の研究者はもとより、研究者コミュニティや研究機関、研究費の配分機関は理解し

て、不正行為に対して厳しい姿勢で臨まなければならない。また、不正行為の問題は、知の生産活動である

研究活動における「知の品質管理」の問題として捉えることができる。公表した研究成果に不正行為が関わ

っていたことに気づいたら、直ちに研究者コミュニティに公表し、取り下げることが必要である。

 不正行為に対する対応は、その防止とあわせ、まずは研究者自らの規律、ならびに研究者コミュニティ、

研究機関の自律に基づく自浄作用としてなされなければならず、あらゆるレベルにおいて重要な課題として

認識されなければならない。その際、若い研究者を育てる指導者自身が、自律・自己規律ということを理解

し、若手研究者や学生にきちんと教育していくことが重要である。

 「研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン」（平成２６年８月２６日 文部科学大臣

決定）では以下の行為を特定不正行為としている。

(1) 捏 造：存在しないデータ、研究結果等を作成すること。

(2) 改ざん：研究資料・機器・過程を変更する操作を行い、データ、研究活動によって得られた結果等を

真正でないものに加工すること。

(3) 盗 用：他の研究者のアイディア、分析・解析方法、データ、研究結果、論文又は用語を、当該研究

者の了解もしくは適切な表示なく流用すること。

（適正な研究費の使用）

 競争的研究費等には研究機関に交付されるものと個々の研究者の研究遂行のためのものがあるが、個人へ

の補助の性格を有するものであっても、その原資が国民の税金である以上、国民の信頼に応えるため、競争

的研究費等の管理は研究機関の責任において行われている。

 競争的研究費等の管理を委ねられた研究機関の責任者は、研究費の不正な使用が行われる可能性が常にあ

るという前提の下で、不正を誘発する要因を除去し、抑止機能のあるような環境・体制の構築を図ることが

求められている。

 研究費の使用に当たっては、その管理が委ねられている研究機関のルールに従って適正に執行する必要が

ある。

 研究費の不正使用とは、故意若しくは重大な過失による研究費の他の用途への使用又は交付の決定の内容

若しくはこれに付した条件に違反した使用をいう。
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 研究費の不正使用の事例は、虚偽の請求によって資金を引き出して、他の目的に流用したり、プールした

りすることなどであり、物品購入費、謝金・給与、旅費に関するものに大別される。その際、私的流用はも

とより、目的外の使用や書類の捏造による支出は、研究資金として使用された場合でも不正使用となる。

(1) 物品購入費に係る不正使用の例

業者と物品購入に係る架空の取引により、納品書や請求書等を捏造、改ざんすることなどによっ

て、研究機関から支払われた代金を業者に「預け金」として管理させ、適宜異なる研究用物品の

納品を受けていた。

(2) 謝金・給与に係る不正使用の例

出勤表等を捏造、改ざんすることなどによって、謝金の水増しや架空の雇用者の給与の請求を行

い、研究機関から支払われた謝金、給与を研究者に還流させ、研究室等でプールし、適宜研究の

ための消耗品等の購入や大学院生等の学会等への旅費に使用するなどしていた。

(3) 旅費に係る不正使用の例

旅費の支払いに係る書類を捏造、改ざんすることによって日程の水増しや架空の出張に係る旅費

の請求を行い、研究機関から支払われた旅費を研究者に還流させ、研究室等でプールし、適宜研

究のための消耗品等の購入や大学院生等の学会等への旅費に使用していた。

（不正が認定されたときの扱い）

 論文等において不正行為が行われたと認定された場合や研究費の不正使用が認定された場合は、競争的研

究費等の返還に加えて、認定された年度の翌年度から最長１０年間、競争的研究費等への申請等の資格が制

限される。

（注）研究費の不正使用が認定された場合の措置の見直しがなされました。（平成２５(2013)年度４月より） 
 捏造、改ざん、盗用の不正行為が認定されたときの措置の対象者は以下の者が該当する。

(1) 不正行為に関与したと認定された者（２～１０年）

(2) 不正行為に関与したとまでは認定されないものの、不正行為があったと認定された研究に係る論文等

の内容について責任を負う者として認定された著者（１～３年）

 研究費の不正使用が認定されたときの措置の対象者は以下の者が該当する。

(1) 不正使用を行った研究者及びそれに共謀した研究者（１～１０年）

(2) 偽りその他不正の手段により研究費の交付を受けていた研究者及びそれに共謀した研究者（５年）

(3) 不正使用に直接関与していないが、善良なる管理者の注意をもって事業を行うべき義務に違反した研

究者（１～２年）

 日本学術振興会及び文部科学省のみならず、他府省の所管の競争的研究費を活用した研究活動において不

正行為や不正使用があったと認定された者について、当該認定に伴う申請等資格制限が一斉適用される。

（研究倫理教育の受講等について）

  科研費の配分により行われる研究活動に参画する研究代表者、研究分担者は、自ら研究倫理教育に関する

教材（『科学の健全な発展のために－誠実な科学者の心得－』日本学術振興会「科学の健全な発展のために」

編集委員会、研究倫理 e ラーニングコース（e-Learning Course on Research Ethics［eL CoRE］）、APRIN 

e ラーニングプログラム（eAPRIN）等）を通読・履修すること、又は、「研究活動における不正行為への対応

等に関するガイドライン」（平成２６年８月２６日 文部科学大臣決定）を踏まえ研究機関が実施する研究

倫理教育を受講することが求められています。 

  以下に示す研究倫理教育の受講等を行った上で、チェックしてください。 

■ 所属する研究機関の取扱いに従い、研究倫理教育の受講等を行いました。

※研究組織に研究分担者がいる場合には、以下の内容を研究分担者に確認した上でチェックしてください。

■研究組織全ての研究分担者が、所属する研究機関の取扱いに従い、研究倫理教育の受講等を行いました。
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※研究組織に研究分担者がいない場合には、以下をチェックしてください。

■ 研究分担者はいません。

（研究者が遵守すべき行動規範について）

■ 研究者が研究遂行上配慮すべき、日本学術会議の声明「科学者の行動規範－改訂版－」（うち、Ⅰ．科学

者の責務）や、日本学術振興会「科学の健全な発展のために－誠実な科学者の心得－」（特に、SectionⅠ 責

任ある研究活動とは）について、十分内容を理解し確認しました。科研費による研究を遂行するに当たって

は、こうした行動規範を遵守し、公平で誠実な研究活動を行うことを約束します。 

※研究組織に研究分担者がいる場合には、以下の内容を研究組織内の全ての研究分担者に誓約させた上で、チ

ェックしてください。

■研究分担者として、上述の日本学術会議の声明「科学者の行動規範－改訂版－」や、日本学術振興会「科学

の健全な発展のために－誠実な科学者の心得－」について、十分内容を理解するとともに確認し、科研費に

よる研究を遂行するに当たっては、こうした行動規範を遵守し、公平で誠実な研究活動を行うことを約束し

ます。

※研究組織に研究分担者がいない場合には、以下をチェックしてください。

■ 研究分担者はいません。

【日本学術会議 声明「科学者の行動規範－改訂版－」（平成 25年（２０１３年）1 月 25 日）より抜粋】 

Ⅰ．科学者の責務 

（科学者の基本的責任） 

１ 科学者は、自らが生み出す専門知識や技術の質を担保する責任を有し、さらに自らの専門知識、技術、経験を活かして、

人類の健康と福祉、社会の安全と安寧、そして地球環境の持続性に貢献するという責任を有する。 

（科学者の姿勢） 

２ 科学者は、常に正直、誠実に判断、行動し、自らの専門知識・能力・技芸の維持向上に努め、科学研究によって生み出さ

れる知の正確さや正当性を科学的に示す最善の努力を払う。 

（社会の中の科学者） 

３ 科学者は、科学の自律性が社会からの信頼と負託の上に成り立つことを自覚し、科学・技術と社会・自然環境の関係を広

い視野から理解し、適切に行動する。 

（社会的期待に応える研究） 

４ 科学者は、社会が抱く真理の解明や様々な課題の達成へ向けた期待に応える責務を有する。研究環境の整備や研究の実施

に供される研究資金の使用にあたっては、そうした広く社会的な期待が存在することを常に自覚する。 

（説明と公開） 

５ 科学者は、自らが携わる研究の意義と役割を公開して積極的に説明し、その研究が人間、社会、環境に及ぼし得る影響や

起こし得る変化を評価し、その結果を中立性・客観性をもって公表すると共に、社会との建設的な対話を築くように努め

る。 

（科学研究の利用の両義性） 

６ 科学者は、自らの研究の成果が、科学者自身の意図に反して、破壊的行為に悪用される可能性もあることを認識し、研究

の実施、成果の公表にあたっては、社会に許容される適切な手段と方法を選択する。 

※URL:http://www.scj.go.jp/ja/scj/kihan/

【日本学術振興会「科学の健全な発展のために-誠実な科学者の心得-」】 

（日本語版（テキスト版））（日本学術振興会「科学の健全な発展のために」編集委員会） 

※URL:https://www.jsps.go.jp/j-kousei/data/rinri.pdf
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（補助条件（交付条件）の遵守について）

■ 科研費により研究を遂行するに当たり、補助条件（交付条件）を理解しこれを遵守します。また、学術研

究に対する国民の負託を受けていること、及び科研費が国民の貴重な税金で賄われていることを十分認識し、

科研費を適正かつ効率的に使用するとともに、研究において不正行為を行わないことを約束します。

※研究組織に研究分担者がいる場合には、以下の内容を研究組織内の全ての研究分担者に誓約させた上で、チ

ェックしてください。

■ 研究分担者として、科研費により研究を遂行するに当たり、補助条件（交付条件）を理解しこれを遵守し

ます。また、学術研究に対する国民の負託を受けていること、及び科研費が国民の貴重な税金で賄われてい

ることを十分認識し、科研費を適正かつ効率的に使用するとともに、研究において不正行為を行わないこと

を約束します。

※研究組織に研究分担者がいない場合には、以下をチェックしてください。

■ 研究分担者はいません。
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